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貸 借 対 照 表 
（2024年12月31日現在） 

                                     （単位：百万円） 
資　産　の　部 負　債　の　部

流　動　資　産 29,602 流　動　負　債 5,366
　　現金及び預金 264 　　買掛金 3,255
　　受取手形 688 　　前受金 2
　　電子記録債権 2,653 　　リース債務 41
　　売掛金 5,259 　　未払金 1,209
　　商品及び製品 2,969 　　未払法人税等 363
　　仕掛品 470 　　未払消費税 79
　　原材料及び貯蔵品 837 　　未払費用 170
　　関係会社預け金 15,502 　　預り金 75
　　未収入金 97 　　製品回収引当金 154
　　関係会社短期貸付金 1,568 　　返金負債 13

1年内関係会社長期貸付金 61
　　その他 111 固　定　負　債 1,793
　　貸倒引当金 △ 883 　　リース債務 47
固　定　資　産 16,324 　　繰延税金負債 579
　有形固定資産 13,329 　　預り保証金 1,167
　　建物 3,268
　　構築物 207
　　機械及び装置 2,340 負　債　合　計 7,159
　　車両運搬具 3 純　資　産　の　部
　　工具、器具及び備品 440 株　主　資　本 38,304
　　土地 6,884 　　資本金 4,220
　　リース資産 80 　　資本剰余金 4,242
　　建設仮勘定 106 　　　資本準備金 3,542
　無形固定資産 120 　　　その他資本剰余金 699
　　ソフトウェア 111 　　利益剰余金 29,842
　　その他 8 　　　利益準備金 397
　投資その他の資産 2,874 　　　その他利益剰余金 29,444
　　投資有価証券 915 　　　　圧縮記帳積立金 1,253
　　関係会社株式 517 　　　　別途積立金 16,400

関係会社長期貸付金 958 　　　　繰越利益剰余金 11,791
長期前払費用 33 評価・換算差額等 462

　　差入保証金 128 　　その他有価証券評価差額金 462
　　前払年金費用 319
　　その他 8
　　貸倒引当金 △ 5 純　資　産　合　計 38,766

資　産　合　計 45,926 負 債 ・ 純 資 産 合 計 45,926
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損 益 計 算 書 
（2024年1月1日から2024年12月31日まで） 

                                     （単位：百万円） 

科　　目 金　　額

　売上高 25,934

　売上原価 18,610

　　　売上総利益 7,324

　販売費及び一般管理費 5,531

　営業利益 1,792

　営業外収益

　　　受取利息及び配当金 161

　　　為替差益 163

　　　雑収入 15 340

　営業外費用

　　　支払利息 25

　　　貸倒引当金繰入額 156

　　　雑損失 11 194

　経常利益 1,938

　特別利益

　　　固定資産売却益 0

　　　補助金収入 2 3

　特別損失 

　　　固定資産除売却損 20

　　　投資有価証券評価損 50 70

　税引前当期純利益 1,871

法人税、住民税及び事業税 588

　　　法人税等調整額 31 619

　当期純利益 1,251
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個 別 注 記 表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 
 １．有価証券の評価基準および評価方法 
 （１）子会社株式および関係会社株式 
    移動平均法による原価法 
 （２）その他有価証券 
    ・市場価格のない株式等以外のもの 
     時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
    ・市場価格のない株式等 
    主として移動平均法による原価法 

 ２．棚卸資産の評価基準および評価方法 
  ・商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 
   主として移動平均法による原価法 
   （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定） 

 ３．固定資産の減価償却の方法 
 （１）有形固定資産（リース資産を除く） 
    定額法 
     なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
      建物及び構築物     ２～60年 
      機械及び装置      ２～17年 
      工具、器具及び備品   ２～20年 
 （２）無形固定資産（リース資産を除く） 
    定額法 
     なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 
 （３）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

 ４．引当金の計上方法 
 （１）貸倒引当金 
     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
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 （２）退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発生していると認められる退職給付

債務および年金資産の見込額に基づき計上しております。 
     年金資産見込額が退職給付債務見込額に未認識数理計算上の差異を加減した額を下回る場合

には、当該差異を退職給付引当金として計上し、上回る場合には当該超過額を前払年金費用と
して計上しております。 

     数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数 （10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお
ります。 

     過去勤務債務は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(15年)による
定額法により費用処理しております。 

 （３）製品回収引当金 
     販売した製品の自主回収に伴い、今後発生が予想される費用の合理的な見積額を計上してお

ります。 

 ５．収益および費用の計上基準 
   商品または製品の販売に係る収益は、主に製造等による販売であり、顧客との販売契約に基づい
て商品または製品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品または製品を引き
渡す一時点において、顧客が当該商品または製品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引
渡時点で収益を認識しております。なお、国内販売においては、出荷時から当該商品または製品の
支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であるため、収益認識に関する会計基準の適用
指針第98項に規定の出荷基準等の取扱いを適用し、出荷時点で収益を認識しております。 

   当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

（貸借対照表に関する注記） 
 １．有形固定資産の減価償却累計額       34,801百万円 

 ２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
   短期金銭債権                  165百万円 
   短期金銭債務                  231百万円 

（損益計算書に関する注記） 
 １．関係会社との取引高 
 （１）営業取引 
    売上高                    892百万円 
    仕入高                  1,332百万円 
 （２）営業取引以外の取引高             138百万円 
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（税効果会計に関する注記） 
 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  繰延税金資産 
   未払法人事業税          27百万円 
   棚卸資産評価減          38百万円 
   関係会社株式評価損       251百万円 
   貸倒引当金           269百万円 
   製品回収引当金          47百万円 
   投資有価証券評価損        84百万円 
   その他              67百万円 
    繰延税金資産小計       785百万円 
  評価性引当額         △609百万円 
    繰延税金資産合計       176百万円 
  繰延税金負債 
   前払年金費用         △97百万円 
   固定資産圧縮積立金     △550百万円 
   その他有価証券評価差額金  △107百万円 
    繰延税金負債合計     △755百万円 
  繰延税金負債の純額      △579百万円 

（金融商品に関する注記） 
 １．金融商品の状況に関する事項 
 （１）金融商品に対する取組み方針 
    当社の資金運用は、親会社のキャッシュ・マネジメントサービスにて実施しております。設備

投資等の資金は自己資金にて対応しております。なお、デリバティブ取引は行っておりません。 
 （２）金融商品の内容およびそのリスク 
    営業債権である受取手形、電子記録債権および売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。投資有価証券は、主に業務に関連する株式で、市場価格の変動リスクに晒されております。 
    営業債務である買掛金および未払金は、１年以内の支払期日です。これらは、流動性リスクに

晒されております。 
 （３）金融商品に係るリスク管理体制 
   ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 
     当社は、与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うとともに、信用

状況を定期的に把握し、財務状況等の悪化等による取引先の信用リスクの早期把握や軽減を図
っております。 

     当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照
表価額により表されております。 

   ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 
     投資有価証券については、業務上の関係を有する企業の株式がほとんどであり、四半期ごと

に時価の把握を行っております。 



6 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理
当社では、資金繰り計画を作成し、手元資金を一定額維持することなどにより流動性リスク
を管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用する
ことにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場価
格のない株式等は、次表には含まれていません。（(注1)をご覧ください。）また、「現金及び預金」、
「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「関係会社預け金」、「関係会社短期貸付金」、「買掛金」、
「未払金」は、現金および短期間で決済されるため時価が帳簿価額にほぼ等しいことから、注記を
省略しております。

(※1) 関係会社長期貸付金には、1年内の返済予定分を含んでおります。
（注1）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

これらについては、「投資有価証券」には含めておりません。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定にかかるインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の
３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定にかかるインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定にかかるインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定にかかるインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定にかかるインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプット
がそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類して
おります。
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（１）投資有価証券
上場株式の時価は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引され
ているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

（２）関係会社長期貸付金
長期貸付金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される利率
で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（関連当事者との取引に関する注記）
１．親会社

（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）関係会社預け金は、同社ならびにその関係会社各社の資金を一元化して効率活用することを目的とする「キ

ャッシュ・マネジメントサービス」により、同社へ預託した随時引出可能な資金であります。受取利息の金利
については、市場の実質金利を考慮の上決定しております。

２．子会社
（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
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３．兄弟会社等
（単位：百万円）

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。
（注2）取引金額には当社が代理人として行った取引を含んでおります。当該取引金額については、純額で表示して

おります。

（収益認識に関する注記）
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
 「（重要な会計方針に係る事項に関する注記）５．収益および費用の計上基準」に記載のとおりで
あります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 969.25円
２．１株当たり当期純利益  31.30円


